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川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和４年 ９ 月 ２ 日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

川崎市職員退職手当支給条例（昭和２３年川崎市条例第７３号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条中「（地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第

２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除く。）」を削

る。 

 第３条第１号中「１００分の６７」を「１００分の５０．２２」に改め、同

条第２号中「１１年以上２０年以下」を「１１年」に、「１年につき１００分

の１２８．７９」を「１００分の２４１．０５６」に改め、同条第３号中「２

１年以上２５年以下」を「１２年以上１５年以下」に、「１００分の１７８」

を「１００分の７３．６５６」に改め、同条第４号中「２６年以上３０年以下」

を「１６年」に、「１年につき１００分の１２８」を「１００分の２５０．２

６３」に改め、同条第５号中「３１年以上３５年以下」を「１７年以上１９年

以下」に、「１００分の１０８」を「１００分の１２０．５２８」に改め、同

条第６号中「３６年以上４０年以下」を「２０年」に、「１年につき１００分

の１００」を「１００分の３１７．２２３」に改め、同条第７号中「４１年」



を「４３年」に、「１００分の８１」を「１００分の９２．０７」に改め、同

号を同条第１０号とし、同条第６号の次に次の３号を加える。 

⑺ ２１年以上２５年以下の期間については、１年につき１００分の１６７． 

４ 

⑻ ２６年以上３０年以下の期間については、１年につき１００分の１３３． 

９２ 

⑼ ３１年以上４２年以下の期間については、１年につき１００分の１００． 

４４ 

 第４条中「４０年」を「４３年」に改め、同条第１号中「１００分の８０」

を「１００分の８３．７」に改め、同条第２号中「１００分の１１０．３８」

を「１００分の９２．０７」に改め、同条第３号中「１００分の１４９」を「１

００分の１３３．９２」に改め、同条第４号中「１００分の１７９」を「１０

０分の１６７．４」に改め、同条第５号中「１００分の１３８」を「１００分

の１３３．９２」に改め、同条第６号中「３５年」を「４２年」に、「１００

分の１１８」を「１００分の１００．４４」に改め、同条第７号中「３６年」

を「４３年」に、「１００分の９９．８」を「１００分の９２．０７」に改め

る。 

 第５条第１項中「昭和５９年川崎市条例第３８号」の次に「。以下「定年条

例」という。」を加え、同項第１号中「１００分の８０」を「１００分の８３．

７」に改め、同項第２号中「１１年以上１５年以下」を「１１年」に、「１年

につき１００分の１５８．８８」を「１００分の３２４．３３７５」に改め、

同項第３号中「１６年以上２５年以下」を「１２年以上１５年以下」に、「１

００分の２０５」を「１００分の１１５．０８７５」に改め、同項第４号中「２

６年以上３０年以下」を「１６年以上２４年以下」に、「１００分の１４８」

を「１００分の１６７．４」に改め、同項第５号中「３１年」を「３５年」に、



を「４３年」に、「１００分の８１」を「１００分の９２．０７」に改め、同

号を同条第１０号とし、同条第６号の次に次の３号を加える。 

⑺ ２１年以上２５年以下の期間については、１年につき１００分の１６７． 

４ 

⑻ ２６年以上３０年以下の期間については、１年につき１００分の１３３． 

９２ 

⑼ ３１年以上４２年以下の期間については、１年につき１００分の１００． 

４４ 

 第４条中「４０年」を「４３年」に改め、同条第１号中「１００分の８０」

を「１００分の８３．７」に改め、同条第２号中「１００分の１１０．３８」

を「１００分の９２．０７」に改め、同条第３号中「１００分の１４９」を「１

００分の１３３．９２」に改め、同条第４号中「１００分の１７９」を「１０

０分の１６７．４」に改め、同条第５号中「１００分の１３８」を「１００分

の１３３．９２」に改め、同条第６号中「３５年」を「４２年」に、「１００

分の１１８」を「１００分の１００．４４」に改め、同条第７号中「３６年」

を「４３年」に、「１００分の９９．８」を「１００分の９２．０７」に改め

る。 

 第５条第１項中「昭和５９年川崎市条例第３８号」の次に「。以下「定年条

例」という。」を加え、同項第１号中「１００分の８０」を「１００分の８３．

７」に改め、同項第２号中「１１年以上１５年以下」を「１１年」に、「１年

につき１００分の１５８．８８」を「１００分の３２４．３３７５」に改め、

同項第３号中「１６年以上２５年以下」を「１２年以上１５年以下」に、「１

００分の２０５」を「１００分の１１５．０８７５」に改め、同項第４号中「２

６年以上３０年以下」を「１６年以上２４年以下」に、「１００分の１４８」

を「１００分の１６７．４」に改め、同項第５号中「３１年」を「３５年」に、

「１００分の７７．３」を「１００分の８７．８８５」に改め、同号を同項第

７号とし、同項第４号の次に次の２号を加える。 

⑸ ２５年の期間については、１００分の１９８．７８７５ 

⑹ ２６年以上３４年以下の期間については、１年につき１００分の１５０． 

６６ 

 第５条第２項第２号中「１５年」を「２５年」に、「１００分の１２０．７ 

８」を「１００分の１３８．１０５」に改め、同項第３号中「１６年以上２５ 

年以下」を「２６年以上３４年以下」に、「１００分の１７８」を「１００分 

の１５０．６６」に改め、同項第４号を削り、同項第５号中「３１年」を「３ 

５年」に、「１００分の７７．３」を「１００分の８７．８８５」に改め、同 

号を同項第４号とする。 

 第５条の３中「１０年」を「１５年」に改める。 

 第１５条第１項第２号及び第３号、第１６条第１項第２号及び第３号並びに 

第１８条第５項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 附則に次の見出し及び７項を加える。 

（退職手当の基本額の特例） 

１２ 当分の間、第５条第１項の規定は、６０歳に達した日以後その者の非違 

 によることなく退職した者（定年の定めのない職を退職した者及び同項又は 

同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額につい

て準用する。この場合において、第３条及び第４条の規定の適用については、

第３条中「又は第５条」とあるのは「、第５条又は附則第１２項」と、第４

条中「次条」とあるのは「次条又は附則第１２項」とする。 

１３ 前項の規定は、次に掲げる職員が退職した場合に支給する退職手当の基 

本額については適用しない。 

⑴ 川崎市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和４年川崎 



市条例第  号）による改正前の定年条例第３条ただし書に規定する医師

及び歯科医師 

⑵ 市給与条例第３条に規定する大学教育職給料表の適用を受ける職員（助

手を除く。） 

⑶ 給与その他の処遇の状況が前２号に掲げる職員に類する職員として市長

が定めるもの 

１４ 市給与条例附則第３３項の規定又はこれに準ずる規定による職員の給料 

月額の改定は、給料月額の減額改定に該当しないものとする。 

１５ 当分の間、第５条第１項の規定に該当する者（法律の規定に基づく任期

を終えて退職した者及び同項に規定する死亡により退職した者（通勤による

死亡により退職した者を除く。）を除く。）に対する第５条の３の規定の適

用については、同条中「定年に達する日」とあるのは「定年（附則第１３項

各号に掲げる職員以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号及び第２号に

掲げる職員にあっては６５歳とし、同項第３号に掲げる職員にあっては市長

が定める年齢とする。）に達する日」と、同条の表第５条の項、第５条の２

第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項中「その者に係る定年と

退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当する年数１

年につき」とあるのは「その者に係る定年（附則第１３項各号に掲げる職員

以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号及び第２号に掲げる職員にあっ

ては６５歳とし、同項第３号に掲げる職員にあっては市長が定める年齢とす

る。）と退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数１年につき」とする。 

１６ 当分の間、第５条の規定に該当する者（法律の規定に基づく任期を終え

て退職した者及び同条第１項に規定する死亡により退職した者（通勤による

死亡により退職した者を除く。）を除く。）に対する第５条の３の規定の適



市条例第  号）による改正前の定年条例第３条ただし書に規定する医師

及び歯科医師 

⑵ 市給与条例第３条に規定する大学教育職給料表の適用を受ける職員（助

手を除く。） 

⑶ 給与その他の処遇の状況が前２号に掲げる職員に類する職員として市長

が定めるもの 

１４ 市給与条例附則第３３項の規定又はこれに準ずる規定による職員の給料 

月額の改定は、給料月額の減額改定に該当しないものとする。 

１５ 当分の間、第５条第１項の規定に該当する者（法律の規定に基づく任期

を終えて退職した者及び同項に規定する死亡により退職した者（通勤による

死亡により退職した者を除く。）を除く。）に対する第５条の３の規定の適

用については、同条中「定年に達する日」とあるのは「定年（附則第１３項

各号に掲げる職員以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号及び第２号に

掲げる職員にあっては６５歳とし、同項第３号に掲げる職員にあっては市長

が定める年齢とする。）に達する日」と、同条の表第５条の項、第５条の２

第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の項中「その者に係る定年と

退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当する年数１

年につき」とあるのは「その者に係る定年（附則第１３項各号に掲げる職員

以外の者にあっては６０歳とし、同項第１号及び第２号に掲げる職員にあっ

ては６５歳とし、同項第３号に掲げる職員にあっては市長が定める年齢とす

る。）と退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数１年につき」とする。 

１６ 当分の間、第５条の規定に該当する者（法律の規定に基づく任期を終え

て退職した者及び同条第１項に規定する死亡により退職した者（通勤による

死亡により退職した者を除く。）を除く。）に対する第５条の３の規定の適

用については、同条の表以外の部分中「退職の日において定められているそ

の者に係る定年」とあるのは「退職の日において定められているその者に係

る定年（附則第１３項各号に掲げる職員以外の者にあっては６０歳とし、同

項第１号及び第２号に掲げる職員にあっては６５歳とし、同項第３号に掲げ

る職員にあっては市長が定める年齢とする。）」と、「１５年」とあるのは

「１０年」とする。 

１７ 当分の間、第５条第２項の規定に該当する者であって、附則第１３項各

号に掲げる職員以外の者が６０歳に達する日以後における最初の３月３１日

から１年前までに退職したとき、同項第１号及び第２号に掲げる職員が６５

歳に達する日以後における最初の３月３１日から１年前までに退職したとき

又は同項第３号に掲げる職員が市長が定める年齢に達する日以後における最

初の３月３１日から１年前までに退職したときにおける第５条の３の規定の

適用については、同条の表第５条の項、第５条の２第１項第１号の項及び第

５条の２第１項第２号の項中「１００分の２」とあるのは、「附則第１３項

各号に掲げる職員以外の者にあっては６０歳、同項第１号及び第２号に掲げ

る職員にあっては６５歳、同項第３号に掲げる職員にあっては市長が定める

年齢と退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当する

年数に１００分の２を乗じて得た割合を退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日の属する年度の末日におけるその者の年齢との差

に相当する年数で除して得た割合」とする。 

１８ 当分の間、第５条第２項の規定に該当する者であって、附則第１３項各

号に掲げる職員以外の者が６０歳に達する日以後における最初の３月３１日

から１年前より後に退職したとき、同項第１号及び第２号に掲げる職員が６

５歳に達する日以後における最初の３月３１日から１年前より後に退職した

とき又は同項第３号に掲げる職員が市長が定める年齢に達する日以後におけ



る最初の３月３１日から１年前より後に退職したときにおける第５条の３の

規定の適用については、同条の表第５条の項、第５条の２第１項第１号の項

及び第５条の２第１項第２号の項中「１００分の２」とあるのは、「１００

分の２を退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日の属

する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割

合」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 暫定再任用職員（川崎市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例

（令和４年川崎市条例第  号）附則第８項に規定する暫定再任用職員をい

う。）に対する改正後の条例第２条第１項の規定の適用については、同項中

「要する者」とあるのは、「要する者（川崎市職員の定年等に関する条例の

一部を改正する条例（令和４年川崎市条例第  号）附則第８項に規定する

暫定再任用職員を除く。）」とする。 

（川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正）  

３ 川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１９年川崎市条 

例第１０号）の一部を次のように改正する。  

   附則第２項中「次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする」を「次に定めるところによる」に

改め、同項の表を削り、同項に次の各号を加える。  

⑴ 旧条例第３条の適用については、同条中「４５年」とあるのは「４３

年」と、「次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合」とあるのは「川

崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（令和４年川崎市条例



る最初の３月３１日から１年前より後に退職したときにおける第５条の３の

規定の適用については、同条の表第５条の項、第５条の２第１項第１号の項

及び第５条の２第１項第２号の項中「１００分の２」とあるのは、「１００

分の２を退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日の属

する年度の末日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割

合」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 暫定再任用職員（川崎市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例

（令和４年川崎市条例第  号）附則第８項に規定する暫定再任用職員をい

う。）に対する改正後の条例第２条第１項の規定の適用については、同項中

「要する者」とあるのは、「要する者（川崎市職員の定年等に関する条例の

一部を改正する条例（令和４年川崎市条例第  号）附則第８項に規定する

暫定再任用職員を除く。）」とする。 

（川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正）  

３ 川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１９年川崎市条 

例第１０号）の一部を次のように改正する。  

   附則第２項中「次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする」を「次に定めるところによる」に

改め、同項の表を削り、同項に次の各号を加える。  

⑴ 旧条例第３条の適用については、同条中「４５年」とあるのは「４３

年」と、「次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合」とあるのは「川

崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（令和４年川崎市条例

第  号）による改正後の川崎市職員退職手当支給条例第３条各号に区

分して、当該各号に掲げる割合」とする。 

⑵ 旧条例第４条第１項の適用については、同項中「４０年」とあるのは

「４３年」と、「次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合」とある

のは「川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（令和４年川

崎市条例第   号）による改正後の川崎市職員退職手当支給条例第４条

各号に区分して、当該各号に掲げる割合」とする。  

⑶ 旧条例第４条第２項の適用については、同項に規定する割合は、その

者の勤続期間を次に掲げる期間に区分して、それぞれ次に定める割合と

する。  

ア １年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の８３．

７ 

イ １１年の期間については、１００分の３０６．１８  

ウ １２年以上１５年以下の期間については、１年につき１００分の９ 

９．１８  

エ １６年以上２０年以下の期間については、１年につき１００分の１ 

３５  

オ ２１年以上２４年以下の期間については、１年につき１００分の１ 

５２  

カ ２５年の期間については、１００分の１８４  

キ ２６年以上３０年以下の期間については、１年につき１００分の１ 

３３  

ク ３１年以上３４年以下の期間については、１年につき１００分の２      

４１  

ケ ３５年以上の期間については、１年につき１００分の１３５  



⑷ 旧条例第５条第１項の適用については、同項中「次の各号に区分して、

当該各号に掲げる割合」とあるのは、「川崎市職員退職手当支給条例の

一部を改正する条例（令和４年川崎市条例第   号）による改正後の川

崎市職員退職手当支給条例第５条第１項各号に区分して、当該各号に掲

げる割合」とする。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 ６０歳に達した日以後に非違によることなく退職した者に対する退職手当を

定年退職の場合の退職手当と同様に算定することとすること、国及び他の地方

公共団体との均衡を考慮して退職手当の支給の割合を見直すこと等のため、こ

の条例を制定するものである。 


